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はじめに

近年、製造業においても、建設業と同様に同一事業場内に複数の関係請負人が混在する形
態が増加し、異なった事業者が混在することによる連携の不十分さから安全衛生の点で問題が
生じることがあり、これを背景とした労働災害が発生している状況にあります。

一方、鉄鋼業等の製造業（造船業を除く。以下同じ）における請負による作業については、建
設業と比較して、①関係請負人の入れ替わりが少ない、②作業内容及び現場の変化が少ない、
③関係請負人の数及び重層度が少ない等の特徴があります。

このような状況を踏まえ、平成17年に労働安全衛生法が改正され、平成18年4月から、新た

に製造業の元方事業者に作業間の連絡調整の実施等が義務付けられました。また、それに加
え、製造業においても元方事業者が関係請負人も含めた事業場全体にわたる「総合的な安全
衛生管理」を確立することが重要であることから、同年８月に「製造業（造船業を除く。）における
元方事業者による総合的な安全衛生管理のための指針」（平成18年8月1日基発0801010号。
以下「本指針」という）が示されました。

鉄鋼業においては、元方事業者である鉄鋼会社と関係請負人である協力会社の様々な取組
みにより、安全衛生管理の水準は向上しているものの、最近、重大な労働災害等が発生してい
ることから、請負労働者が混在する作業間の連絡調整をはじめとする関係法令で義務付けられ
た事項の遵守や本指針に基づく更なる取組みが必要です。

こうした中、（社）日本労働安全衛生コンサルタント会では、厚生労働省からの平成２１年度委
託事業として、（社）日本鉄鋼連盟の協力を得て、本指針を鉄鋼業向けに解説したマニュアルを
作成し、その普及を図るため、鉄鋼業の元方事業者と関係請負人を対象とした研修会を全国で
開催しました。

本解説マニュアルは、研修会で用いた解説マニュアルについて、講師や参加者等からの意見
を踏まえ、必要な見直しを行ったものです。

なお、鉄鋼業における主な混在作業としては、「生産業務」と「設備業務」があり、後者が非定
常作業で混在度合いの多いこと等に考慮し、本解説マニュアルでは、「設備業務」に比較的重
点をおいて解説していますが、「生産業務」においても同じ考え方での取組みが必要です。

今後、本解説マニュアルが鉄鋼業における総合的な安全衛生管理の取組みに活用され、労
働災害の防止と事業場の安全衛生管理水準の向上に効果を上げることを切に願っております。

平成22年3月

マニュアル教材作成委員会
委員長 木村 大樹
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